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子発 0927 第６号 

令和元年９月 27 日 

都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

中 核 市 市 長 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

児童福祉法施行規則及び厚生労働省の所管する法令の規定に基づく 

民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に 

関する省令の一部を改正する省令の公布について 

 

 

本日、別添のとおり児童福祉法施行規則及び厚生労働省の所管する法令の規定に

基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省

令の一部を改正する省令（令和元年厚生労働省令第 51 号。以下「改正省令」とい

う。）が公布されたところであるが、改正の趣旨及び内容、留意事項等は下記のとお

りであるので、各位におかれては、御了知の上、貴管内の市町村（特別区を含み、

指定都市及び中核市を除く。）に周知を図るとともに、その運用に遺漏なきを期され

たい。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定

に基づく技術的助言であることを申し添える。 

また、本通知は、文部科学省初等中等教育局幼児教育課と協議済みである。 

 

記 

 

第一 改正の趣旨及び内容 

 １ 幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置する認可外保育施設の届出対

象化 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号。以下「法」という。）第 59 条の２第１

項において、法第６条の３第９項から第 12 項までに規定する業務又は法第 39

条第１項に規定する業務を目的とする施設であって、認可を受けていないもの

の設置者は、その事業の開始の日から１月以内に都道府県知事（指定都市及び

中核市の長を含む。以下同じ。）に届出を行うこととされているが、少数の乳児
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又は幼児を対象とするものその他の厚生労働省令で定めるものは届出の対象外

とされている。 

当該厚生労働省令で定める施設は、児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令

第 11 号。以下「規則」という。）第 49 条の２において規定されている。 

幼稚園を設置する者が当該幼稚園と併せて設置する認可外保育施設（以下「幼

稚園併設施設」という。）については、現行、当該施設における活動が幼稚園に

おける子育て支援活動等と区別がつかないことや、幼稚園所管部局（幼稚園型

認定こども園を構成する保育機能施設にあっては、認定こども園所管部局を含

む。以下同じ。）による指導監督が行われることから、認可外保育施設の届出対

象外施設として、規則第 49 条の２第３号に規定されている。しかし、近年、幼

稚園併設施設において、幼稚園における子育て支援活動等とは区別された形で

乳幼児が保育されている実態があり、認可外保育施設としての指導監督を行う

必要があることに鑑み、これを届出の対象とすることとする。 

ついては、次の点に留意の上、適切に対応されたい。 

 

（１）認可外保育施設の届出の対象となる幼稚園併設施設 

認可外保育施設の届出の対象となる幼稚園併設施設は、具体的には、幼

稚園における子育て支援活動等と独立して実施されており、余裕教室や敷

地内の別の建物など在園児と区分された専用のスペースで専従の職員に

よる保育が実施されているものを想定していること。 

 

（２）幼稚園型認定こども園等との関係 

幼稚園型認定こども園を構成する保育機能施設や、幼稚園における子育

て支援活動等と区別がつかない活動（例：幼稚園の在園児と同じ部屋で預

かりを実施しているもの等）については、当該保育機能施設の業務が当該

幼稚園における教育活動や子育て支援活動と必ずしも明確に区別するこ

とはできないことや、幼稚園所管部局による当該幼稚園を設置する者に対

しての指導が行われること等から、これまでどおり、認可外保育施設とし

ての届出は不要であること。 

 

  （３）幼稚園が法第６条の３第７項に基づく一時預かり事業を実施している場

合 

     幼稚園が法第６条の３第７項に基づく一時預かり事業を実施している場

合については、従来どおり、法等に則り適正に実施されることが求められ

るため、一時預かり事業としての届出が必要となること。 
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  （４）幼稚園所管部局との連携 

（１）に示した、認可外保育施設の届出の対象となる幼稚園併設施設の

指導監督は、法等に則り適正に実施されることが求められるが、従来幼稚

園所管部局が当該幼稚園に対する指導の一環として行うこととしていた

経緯に鑑み、幼稚園所管部局と情報交換を行う等の連携を図ること。 

 

２ 認可外の居宅訪問型保育事業者及び認可外の家庭的保育事業者に対する研修

の受講状況の掲示の義務付け 

  法第59条の２の２の規定及び規則第49条の５の規定により、認可外保育施設

の設置者は、サービスの内容や利用料等について掲示することが義務付けられ

ている。 

  今般、利用者による事業者の選択及び事業者の質の確保・向上に資するため、

認可外の居宅訪問型保育事業者及び認可外の家庭的保育事業者については、規

則第49条の５に規定する掲示事項に、研修の受講状況を加えることとする。 

 

３ 厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等

における情報通信の技術の利用に関する省令の一部改正 

  法第59条の２の４第１項に規定する契約書面の交付について、施設は利用者

に対し、書面を交付しなければならないこととされているが、厚生労働省の所

管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信

の技術の利用に関する省令（平成17年厚生労働省令第44号）を改正し、当該交

付の相手方の承諾を得て、書面の交付に代えて電磁的方法であって当該省令第

11条第１項で定めるものにより当該書面に係る電磁的記録に記録されている事

項の交付を行うことができることとする。 

 

第二 施行期日及び経過措置 

  改正省令は、令和元年９月 27 日から施行する。 

  今回の改正によって新たに届出の対象となる幼稚園併設施設について、既に設

置している施設については、本年 10 月 31 日までに届出を行うこととしている。 

また、都道府県（指定都市及び中核市を含む。）の条例等に基づき、既に法第 59

条の２第１項各号に掲げる事項に相当する事項を都道府県知事に届け出ている施

設の設置者は、届出を行ったものとみなされることとしており、改めての届出は

不要である。 

 

第三 留意事項 

 １ 新たに届出の対象となる幼稚園併設施設の利用料に係る消費税の取扱いにつ

いて 
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   改正省令により新たに届出の対象となる幼稚園併設施設については、届出を

した場合、消費税法施行令第 14 条の３第１号の規定に基づき厚生労働大臣が

指定する保育所を経営する事業に類する事業として行われる資産の譲渡等（平

成 17 年厚生労働省告示第 128 号。以下「消費税告示」という。）で規定する「児

童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 59 条の２第１項の規定による届出が行

われた施設」に該当し、１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施設であって、

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けた場合には、当

該施設の利用料に係る消費税は非課税となるので、適切な取扱いに遺漏なきを

期されたい。 

   なお、幼稚園型認定こども園を構成する保育機能施設については、これまで

も消費税告示において、「児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号）第

49 条の２第３号に規定する施設であって、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第３条第３項

の規定による認定を受けているもの又は同条第 11 項の規定による公示がされ

ているもの（同条第１項の条例で定める要件に適合していると認められるもの

を除く）」とされ、利用料に係る消費税は非課税とされており、取扱いに変更が

ないことを申し添える。 

 

 ２ 公立の認可外保育施設について 

   公立の認可外保育施設については、「児童福祉法の一部を改正する法律の施

行に伴う児童福祉法施行令の一部を改正する政令等の施行について」（平成 14

年 7 月 12 日付け雇用均等・児童家庭局長通知 雇児発 0712004 号）のⅠの１

（７）において、届出の対象外と示してきたところである。しかし、行政がそ

の事業内容を一律に把握することを可能とするため、これを届出の対象とする

こととし、同通知の当該箇所については、これをもって廃止とする。 

   なお、公立の認可外保育施設については、届出をした場合、消費税告示で規

定する「児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 59 条の２第１項の規定によ

る届出が行われた施設」に該当し、１日に保育する乳幼児の数が６人以上の施

設であって、認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けた

場合には、当該施設の利用料に係る消費税は非課税となるので、適切な取扱い

に遺漏なきを期されたい。 

 

 ３ 一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業の取扱い 

   これまでも一時預かり事業、病児保育事業及び子育て援助活動支援事業（フ

ァミリー・サポート・センター事業）（以下「一時預かり事業等」という。）

を行う施設においては、一時預かり事業等の対象となる乳幼児のみの保育を行

う施設であって、その旨が約款その他の書類により明らかであるものは届出の
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対象外としてきたところである。今般、規則の規定の整理を行ったものの、こ

れらについては、一時預かり事業等に係る届出を行っているなど、他の制度に

より指導監督が行われることから、引き続き届出の対象外である。次の点に留

意の上、適切に対応されたい。 

  （１）認可外保育施設が保育する乳幼児の数については、一時預かり事業等の

対象となる乳幼児以外に保育等の提供を受ける乳幼児の存否を確認する

こと。 

  （２）その旨が約款やパンフレット等の書面により確認できない場合には届出

が必要であり、実態として一時預かり事業等の対象となる乳幼児以外の乳

幼児が保育されている場合は言うまでもなく届出対象であるとしており、

この取扱いには変更がないこと。 

 

以上 
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